
農地利用効率化等支援交付金実施要綱（令和４年３月30 日付け３経営第3156 号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

別紙様式１号（第４の２及び３関係） 

都道府県事業実施計画 

１ 総括表 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 地域農業構造転換支援タイプ 

農業

経営

の法

人化

青色

申告

の実

施

ha ％ ％ ha （人） （円） （円） ア イ

（注） １～６　（略）

合計

優先枠

の要件

を満た

す場合

は

「１」

を記入

経営体

①地

区内

での

経営

面積

の拡

大

②付

加価

値額

の拡

大

③経

営面

積の

拡大

④農

産物

の価

値向

上

⑤農

業経

営の

複合

化

経営

体数
事業費

国庫補

助金

地域農業構造転換支援タイプ

農業

地域

類型

地区

内の

農用

地面

積

現状

集積

率

目標

集積

率

10年

後の

合計

経営

面積

⑥経営管

理の高度

化
No

市町

村名

地区

名

事業

実施

主体

(市町

村又

は

都道

府県

名)

地域計画の情報

事業費 成果目標（単位：経営体）

⑦環

境配

慮の

取組

⑧労

働時

間の

縮減

項目



 

 

 

 

 

 

新規

就農

者以

外

新規

就農

者

（ア） （イ） ア イ ア イ ウ エ オ ア イ ａ ｂ ａ ｂ

配分基準ポイント（地区の合計ポイント）

地域農業構造転換支援タイプ

ポイ

ント

計

配分

基準

ポイ

ント

平均

値

（１

）

④農業経

営の複合

化

⑤経営管理の高度化

ア

現状

ポイ

ント

⑥環

境配

慮の

取組

⑦労

働時

間の

短縮

⑧輸出の

取組
⑨新規就農

⑩農業者の

育成

⑪女

性の

取組

フ

ラッ

グ

シッ

プ輸

出産

地に

参画

して

いる

新規

就農

者

（認

定就

農者

に限

る）

50歳ま

でに就

農した

者

経営開

始資金

等の交

付期間

中に経

営を発

展させ

て交付

を終了

①　付加価値額の拡

大

②経

営面

積の

拡大

③農産物

の価値向

上

輸出

事業

計画

の認

定が

され

てい

る

イ

拡大

率目

標ポ

イン

ト

ウ　増加

額目標ポ

イント

農産

物の

価値

向上

に取

り組

んで

いる

又は

行う

有機

ＪＡ

Ｓの

認証

を受

けて

いる

又は

受け

る

複合

的に

経営

を展

開

品目

転換

を

行っ

てい

る又

は行

う

農業

研修

生を

受け

入れ

てい

る

就農に

向けて

必要な

技術等

を習得

できる

経営体

として

都道府

県が認

めた者

受け入れ

た農業研

修生が、

過去５年

以内に研

修を終了

して独立

し、認定

就農者又

は認定農

業者と

なった

法人

化し

てい

る又

は法

人化

する

GAP

認証

を取

得し

てい

る

農業

版事

業持

続計

画

（BC

P）

を策

定し

てい

る

青色

申告

を

行っ

てい

る又

は行

う

他産

業と

同等

の労

働環

境を

規定

して

いる



Ⅲ （略） 

２～４ （略） 

うち機

構活用

（新規

集積面

積）

３割

以上

５割

以上

８割

以上

ha ha ％ ha ha ％ ha ha ％ ha ha ha

□

□

□

□

□

□

地区配分基準ポイント

チェ

ック

シー

トの

実施

備考

①認定農業者等への農地集積 ②農地集積割合の増加

要望調査の前月末現在 事業実施前３年度内の４月１日現在

配分基準

ポイント

合計

（３）＝

（１）＋

（２）

集積率が80%以上 認定農業者等への農地集積率が３年度前より１割以上増加
左記のうち事業実施前年度から

増加した農地集積面積に占める

機構活用割合

③都道

府県加

算

地区配

分基準

ポイン

ト計

（２）

要望調査の前月末現在

加

点

事業実施前年度の４月１日現在　

加点

地域の

課題解

決の優

良事例

となり

得る

等、都

道府県

が特に

支援の

必要性

がある

と認め

る地区

〇年〇月末現在 〇年〇月〇日現在 〇年〇月末現在 〇年〇月〇日現在

集積率

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

（ｂ）

増加し

た農地

集積面

積

（ａ－

ｂ）

加

点

地区内

全農地

面積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

集積率

地区内

全農地

面積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

（ａ）

地区内

全農地

面積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

集積率



別紙様式１号（第４の２及び３関係） 

都道府県事業実施計画 

１ 総括表 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 地域農業構造転換支援タイプ 

（新

設）

農業

経営

の法

人化

青色

申告

の実

施

ha ％ ％ ha （人） （円） （円） ア イ

（注） １～６　（略）

③経

営面

積の

拡大

④農

産物

の価

値向

上

⑤農

業経

営の

複合

化
農業

地域

類型

地区

内の

農用

地面

積

現状

集積

率

項目

目標

集積

率

10年

後の

合計

経営

面積

将来が明確化された地域計画

事業費

⑥経営管

理の高度

化

①地

区内

での

経営

面積

の拡

大

②付

加価

値額

の拡

大

成果目標（単位：経営体）
地域農業構造転換支援タイプ

⑦環

境配

慮の

取組

⑧労

働時

間の

縮減

経営

体数
事業費

国庫補

助金

経営体

No
市町

村名

地区

名

事業

実施

主体

(市町

村又

は

都道

府県

名)

合計



  

 

 

 

 

新規

就農

者以

外

新規

就農

者

（ア） （イ） ア イ ア イ ウ エ オ ア イ ａ ｂ ａ ｂ

有機

ＪＡ

Ｓの

認証

を受

けて

いる

又は

受け

る

GAP

認証

を取

得し

てい

る

法人

化し

てい

る又

は法

人化

する

ウ　増加

額目標ポ

イント

品目

転換

を

行っ

てい

る又

は行

う

農業

版事

業持

続計

画

（BC

P）

を策

定し

てい

る

青色

申告

を

行っ

てい

る又

は行

う

他産

業と

同等

の労

働環

境を

規定

して

いる

新規

就農

者

（認

定就

農者

に限

る）

50歳ま

でに就

農した

者

経営開

始資金

等の交

付期間

中に経

営を発

展させ

て交付

を終了

農業

研修

生を

受け

入れ

てい

る

就農に

向けて

必要な

技術等

を習得

できる

経営体

として

都道府

県が認

めた者

受け入れ

た農業研

修生が、

過去５年

以内に研

修を終了

して独立

し、認定

就農者又

は認定農

業者と

なった

ア

現状

ポイ

ント

配分基準ポイント（地区の合計ポイント）

⑩農業者の

育成

⑪女

性の

取組

②経

営面

積の

拡大

⑤経営管理の高度化

輸出

事業

計画

の認

定が

され

てい

る

フ

ラッ

グ

シッ

プ輸

出産

地に

参画

して

いる

③農産物

の価値向

上

農産

物の

価値

向上

に取

り組

んで

いる

又は

行う

④農業経

営の複合

化

複合

的に

経営

を展

開

ポイ

ント

計

配分

基準

ポイ

ント

平均

値

（１

）

イ

拡大

率目

標ポ

イン

ト

地域農業構造転換支援タイプ

①　付加価値額の拡

大 ⑨新規就農
⑧輸出の

取組

⑥環

境配

慮の

取組

⑦労

働時

間の

短縮



  

 

 

 

 

Ⅲ （略） 

 

２～４ （略） 

 

   

 

 

 

うち機

構活用

（新規

集積面

積）

３割

以上

５割

以上

８割

以上

ha ha ％ ha ha ％ ha ha ％ ha ha ha

□

□

□

□

□

□

配分基準

ポイント

合計

（３）＝

（１）＋

（２）

地区配

分基準

ポイン

ト計

（２）

③都道

府県加

算

地域の

課題解

決の優

良事例

となり

得る

等、都

道府県

が特に

支援の

必要性

がある

と認め

る地区

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

（ａ）

〇年〇月末現在

要望調査の前月末現在

集積率
加

点

地区内

全農地

面積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

集積率

備考

地区配分基準ポイント

集積率が80%以上 認定農業者等への農地集積率が３年度前より１割以上増加
左記のうち事業実施前年度から

増加した農地集積面積に占める

機構活用割合

加

点

事業実施前年度の４月１日現在　

加点〇年〇月〇日現在 〇年〇月末現在 〇年〇月〇日現在

集積率

地区内

全農地

面積

チェ

ック

シー

トの

実施

事業実施前３年度内の４月１日現在 要望調査の前月末現在

②農地集積割合の増加①認定農業者等への農地集積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積

（ｂ）

増加し

た農地

集積面

積

（ａ－

ｂ）

地区内

全農地

面積

認定農

業者等

に集積

された

農地面

積



Ⅱ 地域農業構造転換支援タイプ 

第１ 事業の実施 

１ 事業の実施方針 

本事業は、地域計画の早期実現に向けて、事業実施主体が地域農業構造転換支援計画（以

下「構造転換支援計画」という。）を作成し、４に掲げる成果目標の達成に向けて実施す

る助成事業に対して支援するものとする。 

２ 事業実施地区 

事業実施地区は、原則として、地域計画が策定されている地域と一致させるものとし、

当該地域計画における担い手への農用地の集積（認定農業者、認定就農者、集落営農組織

及び市町村基本構想に示す目標水準を達成している農業者への農用地の集積をいう。以下

同じ。）に関する目標の「将来の目標とする集積率」（以下「目標集積率」という。）が、

（１）及び（２）の要件を満たすものとする。なお、構造転換支援計画において定める目

標の実現のために必要な場合であって、担い手への農地の集積・集約化に資する場合には、

複数の地域計画が策定されている地域を併せて事業実施地区とすることができるものと

する。この場合、事業実施地区内の全てが（１）及び（２）の要件を満たす地域計画であ

ることとする。 

また、１つの地域計画が複数の目標地図を含む場合にあっても、要件に適合するか否か

の判断は当該地域計画を単位として判断するものとする。 

ただし、原子力被災12市町村及び令和６年能登半島地震の被災市町にあっては、（１）

及び（２）の要件を踏まえ、事業実施主体が適切と認める場合は、実質化された人・農地

プランが作成されている地域を事業実施地区とすることができるものとする。 

（１）目標集積率が、「現状の集積率」（以下「現状集積率」という。）を下回らないこと。 

Ⅱ 地域農業構造転換支援タイプ 

第１ 事業の実施 

１ 事業の実施方針 

本事業は、将来像が明確化された地域計画の早期実現に向けて、事業実施主体が地域農

業構造転換支援計画（以下「構造転換支援計画」という。）を作成し、４に掲げる成果目

標の達成に向けて実施する助成事業に対して支援するものとする。 

２ 事業実施地区 

事業実施地区は、原則として、地域計画が策定されている地域と一致させるものとし、

（１）及び（２）の要件を満たす地域計画であることとする。なお、構造転換支援計画に

おいて定める目標の実現のために必要な場合であって、担い手への農地の集積・集約化に

資する場合には、複数の地域計画が策定されている地域を併せて事業実施地区とすること

ができるものとする。この場合、事業実施地区内の全てが（１）及び（２）の要件を満た

す地域計画であることとする。 

また、１つの地域計画が複数の目標地図を含む場合にあっても、要件に適合するか否か

の判断は当該地域計画を単位として判断するものとする。 

ただし、原子力被災12市町村及び令和６年能登半島地震の被災市町にあっては、（１）

及び（２）の要件を踏まえ、事業実施主体が適切と認める場合は、実質化された人・農地

プランが作成されている地域を事業実施地区とすることができるものとする。 

（１）地域計画の担い手への農用地の集積（認定農業者、認定就農者、集落営農組織及び市

町村基本構想に示す目標水準を達成している農業者への農用地の集積をいう。以下同

じ。）に関する目標の「将来の目標とする集積率」（以下「目標集積率」という。）が、

ア及びイを満たすものであること。 

ア 目標集積率が、「現状の集積率」（以下「現状集積率」という。）を下回らないこ

と。

イ 目標集積率が８割以上であること。

ただし、都府県にあっては、農業地域類型（「農林統計に用いる地域区分の制定に

ついて」（平成13年11月30日付け13統計第956号農林水産省大臣官房統計情報部長通

知）の農業地域類型区分別基準指標の分類をいう。以下同じ。）が、市町村を単位と

して（事業実施地区が旧市町村の範囲内である場合には、旧市町村を単位とできるも

のとする。以下同じ。）、中間農業地域又は山間農業地域である場合には、（ア）か

ら（ウ）までのいずれかを満たすものとする。 

（ア）現状集積率が５割未満の場合にあっては、６割以上であること。 

（イ）現状集積率が５割以上６割未満の場合にあっては、現状集積率から１割以上増加

するものであること。 



 

（２）目標集積率が６割以上であること。 

ただし、都府県にあっては、農業地域類型（「農林統計に用いる地域区分の制定に

ついて」（平成13年11月30日付け13統計第956号農林水産省大臣官房統計情報部長通

知）の農業地域類型区分別基準指標の分類をいう。以下同じ。）が、市町村を単位と

して（事業実施地区が旧市町村の範囲内である場合には、旧市町村を単位とできるも

のとする。以下同じ。）、中間農業地域又は山間農業地域である場合には、５割以上

であること。 

３ （略） 

４ 成果目標 

本事業の成果目標は、地域計画の早期実現に向けた農地引受力の向上等の取組に関する

目標とし、別表９に掲げる目標項目に関して事業実施地区内の全ての助成対象者が目標水

準に沿って設定するものとし、別表９の目標項目ごとの当該目標を設定した助成対象者の

数を当該事業実施地区の成果目標とする。 

なお、助成対象者が設定する必須目標は、事業実施地区内における経営面積の３割以上

の拡大又は４ha以上の拡大のいずれかとする。 

５・６ （略） 

 

（ウ）現状集積率が６割以上の場合にあっては、６割以上であること。 

（２）地域計画における「区域内の農用地等面積」から「地区内の農業を担う者一覧」に掲

げる者の「10年後」における「経営面積」及び「作業受託面積」の合計を控除した面積

の割合が、ア又はイを満たすものであること。 

ア 農業地域類型が都市的地域又は平地農業地域である場合にあっては、１割未満であ

ること。 

イ 農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合にあっては、２割未満で

あること。 

３ （略） 

４ 成果目標 

本事業の成果目標は、将来像が明確化された地域計画の早期実現に向けた農地引受力の

向上等の取組に関する目標とし、別表９に掲げる目標項目に関して事業実施地区内の全て

の助成対象者が目標水準に沿って設定するものとし、別表９の目標項目ごとの当該目標を

設定した助成対象者の数を当該事業実施地区の成果目標とする。 

なお、助成対象者が設定する必須目標は、事業実施地区内における経営面積の３割以上

の拡大又は４ha以上の拡大のいずれかとする。 

５・６ （略） 

 

第２ 国の助成措置等 

１ （略） 

２ （略） 

（１）（略） 

（２）配分予定額のうちア及びイを満たす地域計画が策定されている地区の取組を優先して

支援するために設定する額の範囲内で、（１）で算出した配分基準ポイントの高い事業

実施地区から順に、当該事業実施地区における（１）のポイント化を行った各助成対象

者の要望額に基づく助成金の額又は（５）に掲げる上限額のうちいずれか低い額の合計

額を算定する。 

また、１つの地域計画が複数の目標地図を含む場合にあっても、要件に適合するか否

かの判断は当該地域計画を単位として判断するものとする。 

ア 地域計画の担い手への農用地の集積に関する目標の目標集積率が、（ア）及び（イ）

を満たすものであること。 

（ア）目標集積率が、現状集積率を下回らないこと。 

（イ）目標集積率が８割以上であること。 

ただし、都府県にあっては、農業地域類型が、中間農業地域又は山間農業地域で

ある場合には、ａからｃまでのいずれかを満たすものとする。 

ａ 現状集積率が５割未満の場合にあっては、６割以上であること。 

ｂ 現状集積率が５割以上６割未満の場合にあっては、現状集積率から10ポイント

第２ 国の助成措置等 

１ （略） 

２ （略） 

（１）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



以上増加するものであること。 

ｃ 現状集積率が６割以上の場合にあっては、６割以上であること。 

イ 地域計画における「区域内の農用地等面積」から「地区内の農業を担う者一覧」に

掲げる者の「10年後」における「経営面積」及び「作業受託面積」の合計を控除した

面積の割合が、（ア）又は（イ）を満たすものであること。 

（ア）農業地域類型が都市的地域又は平地農業地域である場合にあっては、１割未満で

あること。 

（イ）農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合にあっては、２割未満

であること。 

（３）配分予定額から（１）で算出した配分基準ポイントの高い事業実施地区から順に、当

該事業実施地区における（１）のポイント化を行った各助成対象者のうち（２）で要望

額を算出したもの以外のものの要望額に基づく助成金の額又は（５）に掲げる上限額の

うちいずれか低い額の合計額を算定する。 

（４）（２）及び（３）により算定された額に係る１の（２）のうち市町村附帯事務費の額

を算定する。 

（５）（略） 

（２）配分予定額から（１）で算出した配分基準ポイントの高い事業実施地区から順に、当

該事業実施地区における（１）のポイント化を行った各助成対象者の要望額に基づく助

成金の額又は（４）に掲げる上限額のうちいずれか低い額の合計額を算定する。 

（３）（２）により算定された額に係る１の（２）のうち市町村附帯事務費の額を算定する。 

（４）（略） 

附 則 

１ この要綱は、令和７年７月７日から施行する。 

２ この通知による改正前までに実施した又は実施している事業については、なお従前の例による。 


